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個人情報保護制度改正 検討用個票 

 

検討事項 個人情報の本人収集の原則について 

関連 

条文 

改正法 第 61条、第 62条、第 64条 

条例 第８条第４項、第６項 

検討事項 

 

神奈川県個人情報保護条例（以下「条例」という。）では個人情報を収集す

るときは本人から収集しなければならないこと（以下「本人収集の原則」と

いう。）を規定しているが、改正個人情報保護法（以下「改正法」という。で

は本人収集の原則に係る規定はないため、個人情報の保護水準への影響につ

いて整理する。 

〇 本人収集の原則の要否 

改正法適用後の保護措置及び条例による独自の規定の必要性を検討する。 

〇 条例規定の可否 

本人収集の原則の規定が必要である場合は、条例による独自の規定の可

否について、改正法の趣旨や目的を確認して検討する。 

影響範囲 （条例等） 

検討 

（詳細） 

１ 個人情報の収集における本人収集の原則の規定について 

  条例第８条は、個人情報を収集するときは、所掌する事務の範囲内にお

いて個人情報の取扱目的を明確にし、その目的達成のため必要な範囲内で

個人情報を収集すべき義務や、適法かつ公正な手段によらなければならな

いこと等を規定しており、同条第３項において、本人から収集することを

原則とし、この原則を遵守することが実施機関の義務であることを示してい

る。 

 

２ 条例と改正法の比較 

(1) 条例 

  個人情報の収集において、本人収集を原則としており、例外的に本人

以外の者から収集することができるとしている。 

 （本人収集の原則の目的） 

個人情報を本人以外の者から収集することによる当該本人の権利利

益の侵害やそのおそれを防止することを目的とし、本人収集の原則の遵

守を義務としている。 

ただし、例外（適用除外事項）として、法令に基づく収集や本人の同

意に基づく収集、緊急かつやむを得ない場合等のほか、審議会の意見を

聴いた上で本人以外の者から収集する必要があると認めたときは、本人

以外の者から収集することができるとしている。（条例第８条第４項第

１号～第９号） 

参考資料８ 
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※ 法令等の規定に基づく申請、届出等の個人情報については、本人同

意に基づく収集とみなすとこととしている。 

【参考】「収集」について 

（「かながわの個人情報保護ハンドブック」より） 

「収集」とは、実施機関が個人情報を取得し当該個人情報を行政文

書に記録することにより、当該実施機関が当該個人情報を事実上支配

（利用、提供、廃棄等の取扱いについて判断する権限を有しているこ

と。）する状態にすることである。実施機関が収集した個人情報は「保

有個人情報」に該当することとなり、以降、実施機関には、その利用、

提供、廃棄等について定めた各規定による取扱いが求められることと

なる。 

なお、実施機関は、個人情報を取り扱う最初の段階である収集の時

点において、事務又は事業の執行に当たって必要な個人情報であるか

十分検討の上、不必要な個人情報は収集しないようにする必要がある。 

 

 (2) 改正法 

改正法における個人情報の保有において、本人からの収集について規

定されていない。 

 （本人収集の原則を規定しない理由） 

改正法における個人情報の保有において、法令の定める所掌事務又

は業務を遂行するため必要な場合に限ることとし、本人収集の原則は

規定していない。この規定における本人の権利利益の侵害の防止等に

関しては、「改正個人情報保護法の規律に関するＱ＆Ａ」により、次の

規定により、保有する個人情報の範囲及び安全管理措置、本人の関与機

会の確保を通じて個人情報の保護が既に図られていると考えられてい

る。 

・ 個人情報の保有は法令（条例を含む。）の定める所掌事務又は業務

の遂行に必要な場合であって利用目的の達成に必要な範囲に限定す

る。（第 61条） 

・ 不正手段による取得は禁止されている。（第 64条） 

・ 保有個人情報が漏えい、滅失又は毀損の危険にさらされることの

ないよう、安全管理措置を講じなければならないこととされてい

る。（第 66条） 

・ 個人情報ファイル簿を作成及び公表することとされており（第 75

条）、個人情報ファイル簿に基づく開示等の本人関与が可能となっ

ている。 

また、国は、本県以外にも多くの自治体の条例において本人取得の原

則の規定が設けられていることを踏まえ、次のとおり、改正法における

考え方を示している。 
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（「個人情報保護制度の見直しに関する最終報告」により）  

自治体の条例において、本人以外からの取得を全面的に禁止する例は

無く、法令・条例に定める所掌事務の遂行に必要な場合は例外とするも

のであるため、不適正取得の禁止に含まれるものと考えられているとし

ている。 

改正法における行政機関の個人情報の取得や利用に関する適正管理

に係る規定について、「改正個人情報保護法の個別条文に関する解説」に

よると、特別な法律を待たずとも当然要請されること、また、地方公共

団体の職員等に対しては法令遵守義務が課せられているところである

としており、行政機関としての義務を明示するものとなる。 

 

(3) 条例と改正法の仕組みについて 

上記より、個人情報の収集における本人の権利利益の侵害やそのお

それを防止するために、条例は本人収集に関して直接的に規定するこ

とで有効的であり、改正法は本人からの収集かどうかに関わらず、法令

の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限るとして効

率的な仕組みとしていると考えられる。 

その他、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を収集して

はならないこと、適正かつ公正な手段により収集しなければならない

ことや安全管理措置については、条例と改正法において概ね同様の措

置となる。 

 

 (4) 改正法の適用による効果について 

改正法と条例の適用による効果の差異について比較する。 

条例において、本人以外の者からの収集を認める場合として、条例

第８条第４項第１号～第８号に列挙する内容は、本人の権利利益の侵

害やそのおそれがないと判断できる場合や県の事務又は事業の執行

に当たって必要な場合とし、同項第９号では、「審議会の意見を聴いた

上で、本人以外の者から収集することに相当な理由があると認めて収

集するとき。」と定めている。これらの場合は、改正法における「法令

の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合」の範囲内に含

まれると考える。 

また、本人以外の者から収集する場合の現状としては、条例第８条

第４項第１号の法令等の規定に基づき収集する場合や同項第２号の

本人同意に基づき収集する場合が多く、本人の権利利益を侵害するお

それが少ない場合であるため、法適用後においても、影響は少ないと

考える。 
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次に、改正法の適用に当たり、本人以外の者からの収集を認める場

合について、条例に規定する場合より広く認められることとなるか否

か（本人以外の者からの収集することに相当な理由がなくても、収集

できるおそれ）について検証する。 

     ２（2）に記載のとおり、改正法の保有制限の規定では、本人又は

本人以外の者からの収集に関する制限は無いが、個人情報の収集に関

しては、適正な取得（第 64 条）の規定が適用される。保有制限及び

適正な取得の規定の趣旨を踏まえると、本人の権利利益の侵害やその

おそれのある場合の本人以外の者からの収集は認められないものと考え

る。 

よって、改正法の適用においても、個人情報の収集における本人の

権利利益の侵害やそのおそれの防止については、条例の規定と概ね同

様の効果になると思われる。 

 

３ 条例による対応の必要性及び運用の方向性について 

 (1) 条例に本人収集の原則を定める必要性について  

２（4）のとおり、改正法及び条例の規定を比較においては、個人情報の

収集における本人の権利利益の侵害やそのおそれの防止について、概ね

同様の効果になるとした。 

ただし、これまでは、条例に本人収集の原則を規定することにより、

本人の権利利益の侵害やそのおそれを防止するための義務として具体

的で明確となることや、審議会の意見を聴くことなどにより客観的な判

断を要することで、適切な運用が図られてきたと考えられる。 

そのため、改正法の適用に当たっては、その適切な運用の確保が課題

と考える。 

このことについて、改正法の規定に加えて、引き続き、条例に本人収

集の原則を規定することが考えられるが、改正法における条例規定の可

否の検討が必要となる（４のとおり。）。ただし、改正法と条例の規定の

比較により概ね同様の効果となることから、条例に規定する必要性は高

くないと考えられる。 

 

(2) 運用による対応について 

条例に規定しないとしても、改正法の適用に当たり、県機関の恣意的

な判断が行われない等の個人情報の収集時の慎重な取扱いを確保する

ため、運用による対応は必要になると考える。 

具体的には、個人情報保護制度に係る全般的な周知はもちろん、トラ

ブル防止の観点から個人情報はできるだけ本人から直接収集すること

が望ましいということや、本人以外の者から収集する際には予め本人か
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らの同意を得ることが望ましいこと等について、研修の実施等を通じた

職員の意識向上を図り、その上で、本人以外の者から収集する理由やそ

の必要性の自主的なチェックを行うとともに、必要に応じて個人情報保

護委員会へ助言を求めることや、審議会を活用すること（定型的な事例

についての事前の運用ルールの検討や報告）等が考えられる。 

 

４ 条例による独自制限の可否 

条例で定めることができる独自の保護措置については、「個人情報保護

制度の見直しに関する最終報告」において、地方公共団体が地域の課題に

対処するため、独自の施策を展開することは求められるものであり、法律

の範囲内で必要最小限の独自の保護措置を講じることについて否定され

るべきではないとされている。 

条例に本人収集の原則を定めることについては、条例と改正法の双方の

趣旨・目的・内容及び効果を比較し、両者の矛盾抵触の有無をもって条例

の規定が改正法の範囲内か否かを判断することとなるが、「改正個人情報

保護法の規律に関するＱ＆Ａ」において「許容されない」とされている。

このことについて、改正法の趣旨（※）等を踏まえ、次のとおり整理する。 

※ 改正法の趣旨は今後公表されるガイドラインによって確認するが、現

時点では法改正資料等より整理する。 

 

(改正個人情報保護法の規律に関するＱ＆Ａより) 

個人情報の保有は法令（条例を含む。）の定める所掌事務又は業務の遂行

に必要な場合であって利用目的の達成に必要な範囲に限定することとさ

れており[第 61条]、また、不正手段による取得も禁止されています[第 64

条]。加えて、保有個人情報が漏えい、滅失又は毀損の危険にさらされるこ

とのないよう、安全管理措置を講じなければならないこととされています

[第 66 条第１項]。さらに、地方公共団体も個人情報ファイル簿を作成及

び公表することとされており[第 75 条第１項］、個人情報ファイル簿に基

づく開示等の本人関与が可能となっており、保有する個人情報の範囲及び

安全管理措置、本人の関与機会の確保を通じて個人情報の保護が既に図ら

れていることから、法律の規律と重複するこのような規定を条例で設ける

ことは許容されません。 

 

改正法は、地域や官民の枠を超えたデータ利活用の活発化を踏まえ、デ

ータ利活用の円滑化に向けて、地方公共団体ごとの制度や運用の不統一や

不整合を解消するため、個人情報保護と情報の流通の両立に必要な全国的

な共通ルールを法律で設定することを趣旨としている。また、「改正個人

情報保護法の規律に関するＱ＆Ａ」によると、「個人情報保護や情報の流

通に直接影響を与える事項について、改正法に特段の規定がないものを条
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例で定めることは想定してない」としていることから、全国一律のルール

とする趣旨と考えられる。 

改正法における個人情報の保有については、２に記載のとおり、本人収

集に限らず、法令の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に

限ることとし、個人情報の取得や利用に関する適正管理により、本人の権

利利益の侵害やそのおそれを防止すると考えられているため、本人からの

直接取得に関する規定は定めないものとしていると考える。 

よって、条例に本人収集の原則を規定することは、改正法による全国一

律の共通ルールとして本人からの直接取得に関する規定を定めないもの

とする趣旨に反することから、改正法において許容されないものとされた

と考えられる。 

また、個人情報の取得等について検討する際に、客観性を確保する観点

等から、その是非を審議会への諮問することを条例に定めることについて

は、次のとおり改正法においては許容されないものとされている。 

 

(改正個人情報保護法の規律に関するＱ＆Ａより) 

法律による全国的な共通ルールの下で、国のガイドライン等により制度

の適正な運用が図られることとなり、また、地方公共団体は、必要に応じ

て、専門性を有する個人情報保護委員会に助言を求めることも可能となる

ことから、個別の事案について審議会等の意見を聴く必要性は大きく減少

するものと考えられます。 

したがって、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、

類型的に審議会等への諮問を要件とする条例を定めることは、今回の法改

正の趣旨に照らして許容されません。 

 

  なお、令和４年２月９日に審議会から個人情報保護委員会へ行った、本

人収集の原則に係る現行条例の規定の存置に関する質問について、個人情

報保護委員会からは同３月３日に回答があり、改正法の趣旨に反し許容さ

れないとのことであった。 

 

５ 対応の方向性   

個人情報保護委員会へ、本県の条例を踏まえた照会を個別に行い、本人

収集の原則を条例に規定することが許容されない旨の回答が既になされ

ている点に鑑みると、地方公共団体としてこうした法違反と判断される可

能性がある対応を行うことは困難である。 

また、改正法の適切な運用により、収集に際しての個人情報の保護とし

て必要とされる水準の確保は可能であると考えられる。 

よって、改正法における個人情報の取扱いに関する義務を厳守し、同法

に従った制度運用にも万全を期すとともに、それらの内容等を職員へ周知
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徹底し、専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める

ときには本審議会へ諮問を行う等、引き続き本人の権利利益の保護が十分

に確保されるよう、必要な対応をとることとする。 

 

関連情報  

個人情報保護制度

の見直しに関する

タスクフォースに

よる「個人情報保

護制度の見直しに

関する最終報告」

P.36 

地方公共団体の条例には、不要な情報の消去、本人からの直接取得に関す

る規定がある（「個人情報保護条例に係る実態調査結果」（令和２年５月、個

人情報保護委員会事務局））。これらの規定のうち、不要な情報の消去に関す

る規定については、その趣旨は、現行の行個法第３条第２項に含まれると考

えられる。また、本人からの直接取得に関する規定については、本人以外か

らの取得を全面的に禁止する例は無く、法令・条例に定める所掌事務の遂行

に必要な場合等を例外とするものであるため、その趣旨は、現行の行個法第

３条及び今般改正により公的部門にも追加することとなる個人情報の不適

正取得の禁止に含まれると考えられる。 

 

「改正個人情報保

護法の個別条文に

関する解説」（令

和３年 6月時点暫

定版）による「改

正個人情報保護法

の規律に関する 

Ｑ＆Ａ」 

P.9～10 

3-１-3 個人情報の本人からの直接取得を条例で規定することは可能か。 

【回答】 

現行の条例では、個人情報の本人からの直接取得について定める規定を設

けている例が見られます。 

個人情報の保有は法令（条例を含む。）の定める所掌事務又は業務の遂行

に必要な場合であって利用目的の達成に必要な範囲に限定することとされ

ており[第 61条]、また、不正手段による取得も禁止されています[第 64条]。

加えて、保有個人情報が漏えい、滅失又は毀損の危険にさらされることのな

いよう、安全管理措置を講じなければならないこととされています[第 66条

第１項]。さらに、地方公共団体も個人情報ファイル簿を作成及び公表する

こととされており[第 75 条第１項］、個人情報ファイル簿に基づく開示等の

本人関与が可能となっており、保有する個人情報の範囲及び安全管理措置、

本人の関与機会の確保を通じて個人情報の保護が既に図られていることか

ら、法律の規律と重複するこのような規定を条例で設けることは許容されま

せん。 

 

P.10 3-1-4 個人情報の取得や目的外利用・提供、オンライン結合を検討する際

に、客観性を確保する観点等から、その是非について審査会等に諮問するこ

とは可能か。 

【回答】 

法律による全国的な共通ルールの下で、国のガイドライン等により制度の

適正な運用が図られることとなり、また、地方公共団体は、必要に応じて、

専門性を有する個人情報保護委員会に助言を求めることも可能となること
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から、個別の事案について審議会等の意見を聴く必要性は大きく減少するも

のと考えられます。 

したがって、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、

類型的に審議会等への諮問を要件とする条例を定めることは、今回の法改正

の趣旨に照らして許容されません。 

なお、定型的な事例についての事前の運用ルールの検討も含め、審議会等

が個人情報保護制度の運用やその在り方についての調査審議を行うことは

可能と考えられます。 

P.15 8-1-2 法律で明示的に規定がない事項を条例で定めることは可能か。 

【回答】 

改正法は、個人情報保護と情報の流通の両立に必要な全国的な共通ルールを

法律で設定することを趣旨としています。そのため、独自の保護措置は、法

律の範囲内で、必要最小限のものに限り、条例で定めることができることと

なります。その観点から、地方公共団体が条例で定めることが想定される事

項については、改正法に規定が設けられています。そのため、個人情報保護

や情報の流通に直接影響を与える事項について、改正法に特段の規定がない

ものを条例で定めることは想定していません。 

ただし、単なる内部規律にすぎない事項（個人情報ファイル保有の際の長へ

の報告等）など、個人情報保護や情報の流通に直接影響を与えない事項につ

いては、改正法に特段の規定がない場合でも条例で定めることを妨げるもの

ではありません。 

個人情報の保護に

関する法律 

（改正後の条文） 

（個人情報の保有の制限等） 

第六十一条 行政機関等は、個人情報を保有するに当たっては、法令（条例

を含む。第六十六条第二項第三号及び第四号、第六十九条第二項第二号及

び第三号並びに第四節において同じ。）の定める所掌事務又は業務を遂行

するため必要な場合に限り、かつ、その利用目的をできる限り特定しなけ

ればならない。 

２ 行政機関等は、前項の規定により特定された利用目的の達成に必要な範

囲を超えて、個人情報を保有してはならない。 

３ 行政機関等は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当

の関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

 

（利用目的の明示） 

第六十二条 行政機関等は、本人から直接書面（電磁的記録を含む。）に記録

された当該本人の個人情報を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あ

らかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。 

一 人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

二 利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を害するおそれがあるとき。 
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三 利用目的を本人に明示することにより、国の機関、独立行政法人等、

地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（適正な取得） 

第六十四条 行政機関の長等は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得

してはならない。 

神奈川県個人情報 

保護条例 

 

（収集の制限） 

第８条 実施機関は、個人情報を収集するときは、あらかじめ個人情報を取

り扱う目的を明確にしなければならない。 

２ 実施機関は、個人情報を収集するときは、前項の規定により明確にされ

た目的（以下「取扱目的」という。）の達成のために必要な限度を超えて、

個人情報を収集してはならない。 

３ 実施機関は、個人情報を収集するときは、適法かつ公正な手段により収

集しなければならない。 

４ 実施機関は、個人情報を収集するときは、本人から収集しなければなら

ない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 法令等の規定に基づき収集するとき。 

(2) 本人の同意に基づき収集するとき。 

(3) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ない必

要があると認めて収集するとき。 

(4) 犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共

の安全と秩序の維持のために収集するとき。 

(5) 出版、報道その他これらに類する行為により公にされているものから

収集するとき。 

(6) 所在不明、精神上の障害による事理を弁識する能力の欠如等の事由に

より、本人から収集することができないとき。 

(7) 争訟、選考、指導、相談等の事務で本人から収集したのではその目的

を達成し得ないと認めて収集するとき、又は事務の性質上本人から収集

したのでは事務の適正な執行に支障が生ずると認めて収集するとき。 

(8) 他の実施機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立

行政法人（県が設立した地方独立行政法人を除く。次項第３号及び次条

第２項第５号において同じ。）から収集する場合で、事務又は事業の遂行

上必要な限度で利用し、かつ、利用することについて相当な理由がある

と認めるとき。 

(9) 前各号に掲げる場合のほか、審議会の意見を聴いた上で、本人以外の

者から収集することに相当な理由があると認めて収集するとき。 

５ 実施機関は、本人から直接書面（電磁的記録を含む。）に記録された当該

本人の個人情報を収集するときは、あらかじめ、本人に対し、その取扱目
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的を明示しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当すると

きは、この限りでない。 

(1) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るために緊急に必要があると

き。 

(2) 取扱目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を侵害するおそれがあるとき。 

(3) 取扱目的を本人に明示することにより、実施機関、国、独立行政法人

等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(4) 収集の状況からみて取扱目的が明らかであると認められるとき。 

６ 法令等の規定に基づく申請、届出その他これらに類する行為に伴い、当

該申請、届出その他これらに類する行為を行おうとする者以外の個人に関

する個人情報が収集されたときは、当該個人情報は、第４項第２号の規定

に該当して収集されたものとみなす。してはならない。 


